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日本における高齢者雇用の到達点と課題  
 
岡   眞 人 
 
 人口の少子高齢化が急速に進む日本では、2035年には人口の 3分の 1以
上が65歳以上の高齢者になると予想されている1。同時に労働力人口の高齢
化が進み、労働力人口総数に占める65歳以上の者の比率は1980年の4.9％か
ら2017年の10.6％へと倍増すると見込まれている2。 
日本政府は1970年代初期から将来の人口高齢化を意識し始め、定年年齢
の引き上げを中心に高齢者雇用促進政策に一貫して取り組んできた。「高
年齢者の雇用の安定に関する法律」(1971年、以下、高齢者雇用安定法と略
記）は頻繁に改正されながら、上記の政府の戦略を実現する上で主要な役
割を果たしてきた。 
 同法の2004年改正 (2006年 4月施行) は画期的であった。その主な内容は
老齢厚生年金の満額支給開始年齢が2001～25年に60歳から65歳に段階的に
引き上げられるのに伴い3、老齢年金満額支給に至るまで雇用を保障するた
め、高齢労働者に対する雇用確保措置を雇用主に義務付けた点にあった。
高年齢者雇用確保措置には次の三種類が含まれる (同法 9条)。第 1は老齢
年金満額支給開始年齢までの定年の延長である。第 2は定年制の廃止であ
る。第 3は定年後、老齢年金満額支給開始年齢に至るまでの期間を対象と
する継続雇用制度の導入である。2010年 6月 1日現在の調査結果によれば、
86.2％の企業が第 3の継続雇用制度を導入し、定年の延長は11.8％、定年制
度の廃止は2.0％に過ぎなかった4。 
                                                     
1 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成18年12月推計） 
2 内閣府『高齢社会白書』平成22年度版 
3 女性は男性より 5年遅れとなる。 
4 厚生労働省、平成22年「高年齢者の雇用状況」集計結果 
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本稿の目的は日本における高齢労働者の雇用延長に関する最近の状況に
ついて検討し、今後の課題を提起することにある。第 1節では高齢者雇用
の現状について統計を用いて量的に概観する。第 2節では高齢者の雇用確
保措置のうちで大多数を占める継続雇用制度の質的側面について考察す
る。第 3節では、高齢者雇用に関する今後の課題を論じるとともに、高齢
者雇用問題を特殊的な政策課題として扱うのではなく、年齢、性、人種・
国籍などに係わらず全ての人々に公正な労働条件を保障する総合的な労働
力政策の中に位置づけるべきことについて問題提起を行う。 
 
第１節 高齢者雇用の現状 
 
 高齢者雇用安定法の2004年改正法が施行された2006年 4月以降、高齢者
の雇用は顕著に増加した。これを政府統計に基づいて略述すると次のよう
である。 
・ 2006－9年の 3年間に、60－64歳の雇用者数は315万人から408万人へと
29.5％増加した。また、65歳以上の雇用者数も248万人から305万人へと
23.0％増加した。60－64歳の雇用者数は2006年以前も着実に増加してい
たが、2006年以降はこの増加傾向がさらに加速化した。また、65歳以上
層についても2004年以降の増加が顕著である (図 1参照、労働力調査)。 
・ 60－64歳の男性の就業率は2009年に71.4％となり、3年間に4.4ポイン
トの増加を記録した。女性の就業率も2006-2009年に38％から43％へと
5ポイント増加した (同上)。 
 
2008年に実施された高齢労働者雇用に関する事業所調査によれば、60歳
以上の雇用は前回調査が実施された2004年に比べて以下のごとく顕著な進
展を見せた5。 
                                                     
5 厚生労働省「高年齢者の就業調査について」2009 
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・ 60歳以上の高齢労働者を雇用している事業所は59.4％で、2004年に比
べ8.9ポイントの増加となった。 
・ 常用労働者のうちで60歳以上の者は10％を占め、2004年と比べて2.4ポ
イント増加した。 
・ 高齢労働者の雇用のために何らかの特別な施策を導入した事業所は
46.1％で、2004年と比べて16％増を記録した。 
 
 その他の注目すべき統計数値も紹介しよう。 
・ 原則として希望者全員に65歳までの雇用を保証する企業 (従業員51人以
上) は2010年に40.4％を占めた6。この数値は過去10年間にほぼ倍増した 
(図 2参照)。なお、2008年以降の集計基準である従業員31人以上企業全
体では希望者全員に65歳までの雇用を保証する企業は46.2％である。 
・ 団塊世代の高齢化対策の一環として、政府は2007年以降、70歳まで働
くことが可能な企業を増やす施策を開始した。70歳までの雇用確保措
置を講じる企業 (従業員51人以上) は2007年に12.4％であったが、2010
年には17.1％に増加した。企業規模別にみると中小企業では17.9％で、
大企業 (従業員301人以上) の10.4％と比べて達成率が高い (同上)。 
・ 定年到達予定者のうち継続雇用制度に基づいて雇用される高齢労働者
の割合は2005年の48.4％から2008年の80.9％へと大幅に増加した7。な
お、この数値には定年後の継続雇用未定者が含まれており、未定者を
除くと2008年は71.2％、2010年は71.7％であった8。 
 
 これらの統計数値は企業経営者が高齢者雇用安定法2004年改正法に対応
して施策を講じたことを示唆している。しかしながら、高齢者雇用の量的
側面だけでなく、質的側面についても検討することが不可欠である。次節
                                                     
6 厚生労働省「平成22年高年齢者の雇用状況」調査結果 
7 厚生労働省「平成20年高年齢者の雇用状況」調査結果 
8 厚生労働省「平成22年高年齢者の雇用状況」調査結果 
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では雇用確保措置のうち圧倒的多数を占める定年後の継続雇用制度（いわ
ゆる再雇用制度）に焦点を当てて検討してみよう。 
 
図 1 高齢雇用者数の推移（全産業、百万人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：労働力調査、各年版 
 
図 2 高齢者継続雇用制度の導入状況の推移（％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：厚生労働省「高年齢者雇用状況報告」より職業安定局にて算出。『高
齢社会統計要覧』各年版 
注：従業員51人以上の企業 
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第２節 定年後の継続雇用の特質 
 
2. 1 仕事の内容と処遇 
 2008年の 8月から 9月にかけて実施された民間企業を対象とする調査結
果9 によれば、定年後の継続雇用 (60歳代前半) における仕事の特質は次の
ように要約できる。 
 
・ 仕事の内容については「通常60歳ころと同じ」仕事を継続していると
いう回答が79.5％を占めた。ただし、定年前の役職からは解任される
のが通常である。 
・ 継続雇用時の雇用・就業形態において最も該当者が多い形態をみると
｢嘱託・契約社員｣ が69.0％と圧倒的に多く、正社員は16.7％、パート・
アルバイトは5.8％であった。 
・ 勤務場所は「通常60歳ころと同じ事業所で同じ部署」が83.5％であっ
た。これに次ぐ「同じ事業所で異なる部署」は3.2％で、その他はごく
少ない。 
・ 週所定労働時間については、フルタイム勤務が71.4％を占め、「フルタ
イム勤務の 4分の 3程度」の18.2％などを大きく引き離した。 
・ フルタイム継続雇用の平均的な賃金水準は定年到達時点を100とすれ
ば、50－75％未満が最も多く (46.8％)、以下順に75－100％未満が
21.9％、50％未満と100％以上が 6％程度であった。 
・ フルタイム継続雇用者の平均的な年収は411.6万円 (月34.3万円) で
あった。その内訳は「支給する賞与・給与」が82.1％ (337.9万円、月
28.2万円)、｢企業年金｣が2.5％ (10.3万円、月0.9万円)、｢在職老齢年金｣
が8.8％ (36.2万円、月3.0万円)、「高年齢雇用継続給付」が6.6％ (27.2
                                                     
9 独立行政法人労働政策研究・研修機構の調査。藤井宏一（2009）「高齢者の雇用・
採用に関する調査結果」（2008）の概要 
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万円、月2.3万円) であった。 
 
次に、以上の情報をベースに、60歳代前半のフルタイム継続雇用におけ
る賃金と所得について、関連制度の情報と併せて考察してみよう。 
 
・ 高年齢雇用継続基本給付金は60歳到達時賃金に対して、継続雇用時の
賃金が75％未満に低下した場合に支給される。なお、支給対象月に支
払われた賃金が一定額10 を超える場合は支給されない。支給対象者の
要件は雇用保険の加入期間が 5年以上で、60歳以上65歳未満の一般被
保険者 (短時間労働被保険者を含む) であることである。給付内容は
支払われる賃金額が61％未満に低下した場合は、賃金の15％相当額が
支給される。また、賃金が61％以上75％未満に低下した場合は、賃金
の15％から一定の割合で減じた率を乗じた額が支給される11。 
・ 上記のデータで高齢雇用継続給付は月2.3万円であるから、支給率は約
8％ (2.3／28.2) となる。これは高齢雇用継続給付の支給率早見表によ
れば、賃金低下率66.7％程度に相当する12。換言すれば60歳以降の賃金
が60歳時点の 3分の 2に低下したことを示唆している。 
・ 上記から60歳到達時点の賃金は42.3万円と計算できる。また、60歳代
前半の継続雇用の収入合計額は60歳到達時の賃金の約 8割 (34.3/42.3
×100=81.1％) と計算できる。 
・ このケースの場合、老齢厚生年金の基本月額 (老齢厚生年金額の12分
の 1 ) と賃金月額 (総報酬月額相当額)13 の総計は28万円を超えてお
り、在職老齢年金の支給停止額が発生する。総報酬月額相当額は48万
                                                     
10 平成22年 8月現在、327,436円 
11 計算式は次のとおりである。183/28×(0.75×60歳時点の給与/各月の給与－ 1 ) 
12 厚生労働省大阪労働局、高齢雇用継続給付の支給率早見表、2009 
13 その月の標準報酬月額とその月以前 1年間の標準賞与額の総額の12分の1の合
計 
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円以下であり、基本月額は大多数が28万円以下14 であることを考慮す
ると、支給停止額は (総報酬月額相当額＋基本月額－28万円) の半額
である15。さらに、在職老齢年金と高年齢雇用継続給付を併給すると、
在職老齢年金の一部 (高年齢雇用継続給付の40％相当額) が支給停止
される。その金額は9000円程度である16。これらの情報を踏まえると、
本ケースの年金の基本月額は約 8万円 (年96万円) 程度と計算される17。 
 
 以上は前述の2008年調査の平均値を事例とした考察である。しかし、60
歳前半の継続雇用 (フルタイム) の賃金は外部労働市場の相場を反映して
大卒初任給なみの月額20万円程度だと聞くことが多い。社会保険労務士事
務所の中には、在職老齢年金と高年齢継続雇用給付金を考慮した「最適賃
金」の設計ソフトを開発し、企業に提供しているものがある。ここで「最
適賃金」の設計とは、60歳前半の継続雇用にかかわる公的給付をできるだ
け多く受給するために最も有利な賃金額のことであり、企業の労務コスト
軽減に資することを意図している。そのウェッブページに掲載されている
事例をいくつか紹介してみよう。 
まず、60歳到達時賃金40万円、60歳からの賃金20万円、標準報酬月額20
万円、標準賞与月額 5万円、年金月額10万円のケースを想定すると、在職
老齢年金額が5.3万円、高年齢雇用継続基本給付金が 3万円で、収入合計は
                                                     
14 社会保険庁「事業年報」によると2005年度で 9割以上 
15 日本年金機構「厚生年金保険の60歳代前半の在職老齢年金の仕組み」、2010） 
16 小島、高年齢雇用継続給付の受給月、在職老齢年金からの支給停止額、早見表、
平成19年度版 
17 藤井の調査個票に基づく記述統計量では減額前年金は年171.2万円 (月14.3万円)
と計算されており、上記の私の計算結果とは大きな違いがある。ただし、その他
の数値については大きな差はない。すなわち、賃金337.6万円 (月28.1万円)、在職
老齢年金38.8万円 (月3.2万円)、高年齢雇用継続給付24.2万円 (月2.0万円)、企業年
金10.7万円 (月0.9万円)、60歳直前賃金505.5万円 (月42.1万円) となっている (藤井
宏一、2010)。 
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28.3万円となる。これは60歳到達時賃金の70.8％に相当する。 
 もう一つの事例として、60歳代前半の継続雇用で厚生年金の被保険者に
ならない場合 (週労働時間が30時間未満) についてみよう。60歳到達時賃
金40万円、60歳からの賃金15万円、年金月額10万円とすると、在職老齢年
金の支給停止はなく、高年齢雇用継続給付金は2.25万円 (給付率上限の
15％) となり、合計収入は27.25万円となる。これは60歳到達時賃金の68.1％
に相当する。この二つの事例では賃金には 5万円の差があるが、収入合計
では 1万円程度の差にすぎない。 
 上記と同じ条件で60歳前半の賃金を30万円にすると、公的給付は1.5万円
で、合計31.5万円は60歳到達時賃金の78.8％である。他方で、賃金を26万円
に切り下げると、公的給付は 5万円超になり、合計収入は31.1万円となる。
これは60歳到達時賃金の77.7％に相当する。賃金差は 4万円あるが、合計
収入では5000円弱の差にすぎなくなる。 
 これらの事例から明らかなように、公的給付の支給を増やすためには賃
金を大幅に低下させることが望ましいことになる。多くの場合、高齢者雇
用の賃金が非常に低い背景には、このような制度的要因があると考えられ
る。特に給付金の最高支給率を得るためには60歳時点到達時の賃金の61％
未満にする必要があるという制度設計は、公的給付に依拠した低賃金労働
という高齢者雇用の現状を象徴している。また、高年齢継続雇用給付を受
けるためには賃金月額が約32.7万円以下でなくてはならないというルール
も高齢者の雇用や処遇にバイアスをかけかねない。 
2008年企業調査結果の分析から、藤井は在職老齢年金と高年齢雇用継続
給付が60歳代前半の継続雇用労働者の賃金水準を低下させる効果があるも
のの、その程度は企業が「高齢者がより低い賃金でも働くようになること
への反応を超えて、賃金を引き下げているとは言えない」と分析し、在職
老齢年金と高年齢雇用継続給付の雇用補助金効果を肯定的に評価した18。
                                                     
18 藤井、2010、p.130 
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この評価は藤井の分析枠組みに即せば理解できるが、政策評価をする際、
政策の発する中長期的なメッセージ効果についても考慮に入れるべきであ
ろう。すなわち、前述のごとく、60歳定年時点よりも40％近く賃金を低く
設定しないと高年齢継続雇用給付の満額を得られないという制度設計その
ものの中に高齢者雇用は低賃金でもやむをえないという考え方がビルトイ
ンされている。多くの企業が在職老齢年金を含む公的給付を最大化するこ
とを意識して高齢継続雇用者に対する低賃金処遇を実施している実態をみ
ると、今後目指すべき公正な高齢者雇用の在り方に悪影響を及ぼす恐れが
あることを指摘せざるを得ない。 
継続雇用労働者の金銭面の処遇については、公的給付を含む合計収入で
60歳時点賃金の70～80％が保証されるので、高齢労働者の不満は少ないの
ではないかという見方がありうる。しかし賃金そのものは時給千円を少し
超える程度であるから、長年のキャリアを持つ職業人として受け入れるの
に抵抗があるとの声が聞かれるのも事実である。「定年前と同じ仕事をし
ているのに賃金水準が50％でいいのか。継続雇用を希望しない理由として、
賃金減額が大きいと考えられる」との声が労組員から出ていることに十分
留意する必要がある19。超高齢社会において高齢者の就業・雇用を本格的
に促進するためには、企業負担の軽減や高齢者所得保障の「適正化」とい
う視点からのみ施策を講じるのではなく、高齢者の仕事の質を高め、彼ら
の就業意欲を高めるという視点が不可欠であろう。 
 
2. 2 継続雇用者の採用時における選別ルール 
 継続雇用制度におけるもう一つの問題点として、採用時の選別ルールの
問題がある。前述のごとく高齢者雇用安定法2004年改正法は、企業が原則
として希望者全員に定年後の雇用機会を老齢年金満額支給開始年齢まで提
供することを義務付けている。しかしながら、同改正法は継続雇用制度の
                                                     
19 日本労働組合総連合会「高齢者雇用についての考え方」、2008 
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対象者の基準について労使間の合意があれば、その基準に適合する者のみ
に採用を限定することを認めている。さらに経過措置として、労使協議が
合意に達しない場合、一定期間20、上記の採用基準を就業規則で定めるこ
とが可能とされた。その結果、希望者全員に定年後の継続雇用の機会を提
供する企業 (従業員51人以上) は2010年 6 月 1 日現在、4 割程度にすぎな
かった。 
それでは定年後継続雇用者の採用基準はどのようなものであろうか。前
述の企業調査によれば、選別基準のうち最も重要な要素は「健康上支障が
ないこと」(91.1％) と「働く意思と意欲があること」(90.2％) であり、「出
勤率・勤務態度」(66.5％)、｢会社が提示する職務内容に合意できること｣
(53.2％)、「一定の業績評価」(50.4％) と続いている。他方で、定年前の役
職や社内の格付けは評価基準にほとんど入らず、専門的職業資格や職場で
の指導力を重視する企業も15％程度と少ない。継続雇用従業員に研修機会
を提供する企業は非常に少ない21。以上を総合的に考えてみると、継続雇
用者は定年まで培った技術と経験でそれなりに仕事を続けてくれれば十分
であるというのが企業の基本的態度のようである。 
上記の採用基準は一見すると定年後継続雇用希望者にとってさほど厳し
いものには見えない。しかし勤務実績の評価については、労働組合や行政
などのチェック機能が十分に作用しないならば、経営者側の視点だけに基
づく評価が行われる余地がある。さらに、労組が組織されている企業にお
いては、労組のない企業と比べて、継続雇用の採用率が有意に低いとの報
告もある22。ここには、定年前の正規雇用労働者のみを組織するいわゆる
企業別組合の中には非正規労働者である定年後の継続雇用労働者への配慮
に欠ける組合が少なからずあることが示唆されている。 
                                                     
20 中小企業は2009年 3月末、大企業は2011年 3月末まで 
21 藤井（2009）によれば2.4％ 
22 山田、2009 
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継続雇用の選考に落ちる定年退職者の数は3％程度とごく少ないとの報
告がある23。ただし、そこには見逃すことができない問題点が潜んでいる
ように思われる。一例をあげると、企業が少数派労働組合の委員長の継続
雇用希望に対して、人事考課制度に基づく選別基準を根拠として継続雇用
を拒否した事件がある。札幌地裁の判決は、この会社の継続雇用拒否行為
を高齢者雇用安定法 9条違反と認め、賠償金の支払いを命じた。ただし継
続雇用契約が成立していたとはいえないとして原告の地位確認の請求は棄
却した24。ここには労使協定に基づく継続雇用選別基準によって少数派組
合を弱体化させようとする企業の人事政策が表れているように見える25。 
さらに継続雇用の選考基準の是非にかかわらず、選考規則の存在そのも
のが定年後の継続雇用への採用申請を躊躇させる心理的な障壁になりうる
との指摘もある26。希望者全員に定年後の継続雇用機会を確保するという
政府の目標を達成するにはなお大きな検討課題が存在している。 
 
2. 3 継続雇用労働者に対する人事管理上の施策と問題点 
定年後の継続雇用は 1年契約で65歳 (ないし満額年金受給開始年齢) ま
での契約更新を可とする事例が多い。しかし、このような労使の合意事項
があったとしても、不況等で企業経営が困難に直面すると、雇い止めされ
るケースが発生し、訴訟に持ち込まれることも珍しくない27。継続雇用労
働者は正社員とは異なる不安定雇用労働者であり、この点では他の非正規労
働者と本質的に変わらない厳しい雇用状況に置かれているといってよい。 
 次に、高年齢者雇用確保措置の実態をテーマとする企業アンケート調査
結果をみると、表 1のとおりである。表示されている高齢者向け人事管理
                                                     
23 厚生労働省「平成22年高年齢者雇用状況報告」 
24 北海道新聞、2010年 3月31日 
25 鈴木一、2010 
26 高木、2009 
27 朝日新聞、2009年 9月19－23日、朝刊 
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施策の中には役職定年制度のように定年前の従業員を対象とする施策も含
まれているが、表下に注記されているように継続雇用労働者の人事管理に
関する企業の施策が調査結果に反映されていることは間違いない。 
 
表 1でまず注目されるのは、「高齢者に適した仕事の配分」(50.4％) と
「高齢者に適した仕事の開発・確保」(15.9％) の回答率における大きな違
いである。前者は正社員が従事することが少ない軽作業や特命業務等を高
齢者に割り当てるという内容に近いと考えられる。後者はより積極的に高
齢者を組織の戦力とするための仕事の開発・確保というニュアンスに近い
といってよいであろう。そうだとすれば、高齢者の本格的雇用という今後
の重要課題に取り組んでいる企業は未だ少数であるのが実態であるといえ
よう。また、「高齢者の担当業務や役割の明確化」が 4分の 1を占めている
が、これを裏返せば継続雇用労働者のやるべき仕事や役割が未だ十分に明
確でない企業が少なくないことを物語っているように見える。「高齢者の健
康状態の維持・管理」(38.8％) は高齢者の本格的就業にとって不可欠なサ
ポートであるが、若い時からの継続的な健康づくりという総合的施策体系
の中に位置づけないと効果は少ないと思われる。また「高齢者向け短時間
勤務など多様な勤務形態」(30.8％) を円滑に職場に定着させ、高齢従業員
の就業ニーズに応えることが今後ますます必要になると考えられるが、実
態をみると労務管理の煩雑化を理由に消極的な態度をとる企業が多数を占
めている28。「役職定年制度」(10.8％) と回答した企業は少ないが、年齢基
準の一律的適用による雇用ルールは年齢に関係のない雇用制度への転換を
妨げるので、可及的速やかに廃止する方向で取り組みを進めるべきであろ
う。 
 さらに、高齢者雇用の問題状況を示す資料をもう一つ見ておこう (表 2 )。
ここでも高齢社員の担当する仕事の確保、管理職社員の扱いと並んで定年
                                                     
28 藤井、2009 
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後継続雇用従業員の処遇決定の困難性が上位 3項目を占めている。その他
の項目を見ても、60歳定年制をゴールとする年功的人事処遇制度が、60歳
代前半の雇用確保措置の義務化によって変革を迫られるなかで、将来への明
確な展望を持ちえていない企業の現状が浮き彫りになっているといえよう。 
 
表1 高齢者向け人事管理施策 (複数回答) 
 
＜施策内容＞ ＜施策導入企業の割合＞（％）
高齢者に適した仕事の配分 50.4 
高齢者の健康状態の維持・管理 38.8 
高齢者向け短時間勤務など多様な勤務形態 30.9 
高齢者の担当業務や役割の明確化 24.6 
高齢者に適した仕事の開発・確保 15.9 
高齢者の人事評価・業績評価の実施 12.2 
何もしていない 11.9 
高齢者の活用に対する会社の方針の伝達 11.8 
役職定年制度 10.8 
（資料）独立行政法人 高齢・障害者雇用支援機構「高年齢者雇用確保措置の実態
と70歳まで働ける企業実現 に向けた調査研究」、2008 
（注）定年が60歳で継続雇用制度がある企業で、かつ在籍する60歳以上の従業員
が継続雇用者のみの事業所のみ集計。 
 
表2 高齢者雇用確保の課題（複数回答） 
 
＜課題の内容＞ ％ 
高齢社員の担当する仕事を自社内に確保するのが難しい 27.2 
管理職社員の扱いが難しい 25.4 
定年後継続雇用従業員の処遇決定が難しい 20.8 
人件費負担が増す 16.1 
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生産性が低下する 12.9 
高齢社員を活用するノウハウの蓄積がない 12.4 
若・壮年層社員のモラールが低下する 7.5 
高齢者の活用に向けた設備や作業環境の整備が進まない 6.5 
自社の子会社・関連会社に高齢社員の雇用の場を確保するのが難しい 5.0 
定年後雇用の措置について労働組合・従業員代表の理解が得られない 0.5 
その他 3.3 
特に課題はない 28.5 
無回答 6.0 
（資料）藤井宏一 (2009)、「継続雇用等をめぐる高齢者雇用の現状と課題」、7頁 
 
 
第３節 まとめと今後の課題 
 
 これまでの論点を整理すれば次のようである。 
定年後継続雇用制度における高齢者雇用は、在職老齢年金や高年齢雇用
継続給付等の公的給付に依拠する低賃金労働として特徴づけられる。これ
らの公的給付は高齢労働力の供給に一定の効果を有すると考えられる。し
かしながら、政府はこれらの諸給付と賃金との間にトレードオフ関係を設
定した。従って企業は得られる公的給付を最大化するために低賃金制度の
導入を選好するに違いない。その結果、継続雇用制度は労働者の年齢とは
関係のない、公正な雇用へ向けての前進を阻害する恐れが強い。 
さらに気がかりなことは、公的給付の支給額が変更された場合、従業員
の賃金を変更するかとの設問に対して、「賃金は変更しない」と回答した企
業が54％、「わからない」が34％で、その他の対応はごくわずかであった29。
2013年以降、老齢厚生年金の報酬比例部分の支給開始年齢が段階的に引き
                                                     
29 藤井、2009 
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上げられ、2025年には60歳代前半の年金支給は、減額された早期受給を除
けば無くなることが決まっている。その間に高年齢雇用継続給付が維持さ
れるとしても、現行の賃金水準のままでは合計所得の低下は不可避である。
在職老齢年金が減るにつれて、継続雇用制度における低賃金労働の実態が
鮮明化し、年齢差別を助長する不公正な制度として批判を受けざるを得な
くなるかもしれない。 
また、定年後の継続雇用の賃金は定年前に比べて急激に減少するが、仕
事の内容は定年前とほぼ同じであることが多いという事実が企業調査から
明らかになった。このことは「同一（価値）労働・同一賃金」の原則が定
年後の多くの継続雇用労働者に対して適用されていないことを示唆してい
る。 
 定年後の仕事の実態をみると、多くの場合、60歳定年から満額年金受給
年齢までの架け橋的な仕事と位置付けられているようにみえる。換言すれ
ば、公的賃金補助を前提にした二義的労働という性格が極めて濃厚である。
仕事における役割の不明確性は高齢労働者の技能や経験を浪費させる可能
性が高い。高齢労働者のモラールの低下を防ぐために、適切な職務の開発
と付与が切実な課題になっている。 
このような実態を見る限り、高齢者雇用の質的改善という大きな課題へ
の取り組みは、ようやく問題の所在を意識し、手探りで問題解決の方向性
を模索し始めた段階にあるようにみえる。 
 それでは、上記の諸問題はいかにして克服されるべきなのであろうか。
第 1に、企業は定年制度に基づく現行の雇用制度を年齢に関係のない新制
度の方向へ向けて転換し、年齢差別の撤廃を図る必要がある。同時に、い
わゆる日本的経営スタイルの重要な要素であった長期の安定雇用と継続的
な職能訓練をあらゆる年齢の労働者に保障するべきである。そのような新
人事制度を確立するには一定の時間が必要であろう。しかし前述のごとき
戦略的目標の達成に向けて継続的な努力が払われなければならない。 
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この点に関連して興味深いのは、トヨタ労組幹部30 が現行の定年後再雇
用制度は2013年以降、抜本的な見直しを迫られると予想していることであ
る。その理由は第 1に、厚生年金報酬比例部分の受給開始年齢の引き上げ
が開始され、在職老齢年金の賃金補助効果が確実に減ってゆく中で、高齢
者の賃金・処遇制度を抜本的に見直す必要が生ずるからである。第 2に、
定年後の再雇用労働者に付与すべき適切な職務を確保することの困難性
が、定年退職者の増加とともにますます強まると予想されることである。
この幹部によれば、現行制度のもとでは定年時点の資格と定年後の仕事の
ミスマッチが仕事の満足度を低下させ、賃金を含む処遇全般への不満に波
及する恐れがあり、特に役職経験者や高資格者の再雇用における処遇問題
が憂慮されている。制度改革の視点として提起されているのは、第 1に60
歳定年で雇用を一旦断絶して再雇用するのではなく、入社から65歳までを
一貫したキャリアとして捉える人事処遇制度を開発することである。第 2
に、60歳代の労働者の多様なライフスタイルに対応して、働き方や引退の
時期について柔軟な選択ができるように、雇用制度のみならず、企業年金
制度、福利厚生制度を加えた三本柱で総合的な取り組みを強めることであ
る。ここに示されている問題認識と問題解決への方向感覚は的確であり、
今後、トヨタのみならず産業界全体に強いインパクトを与えることを期待
したい。 
 公共政策については、高齢者雇用の質的改善を目指して、高齢者雇用安
定法等のさらなる改正を図るべきである。 
2008年のリーマンショック後の世界金融危機がもたらした不況下で、高
年齢者の雇用確保措置を実施しない企業が目立つようになり、高齢従業員
が定年後の継続雇用を求めて訴訟を起こす事件が報告されている。その事
例としてNTT西日本事件をみると、たとえ事業者側が雇用確保措置を講じ
                                                     
30 愛甲和弘副委員長 (2009年 4月時点)。2009年 4月の座談会における発言（戎野、
他、2009） 
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なかったとしても、労働者に損害賠償請求あるいは地位確認請求を行う私
法的権利は認められないとの判例がだされている31。この点に関して「雇
用確保措置を行わない事業主に対して、何らの私法的責任を追及すること
もできないのであれば、同法 9条 (雇用確保措置に関する条文、筆者補足)
は空文化してしまう」32 との批判がなされていることは非常に重要と考え
られる。高齢労働者の権利を一層明確にするための法整備を早急に進める
べきであろう。 
 さらに、高齢者雇用問題はより広い視野の中に位置づけて考えることが
必要である。日本政府の雇用政策は、新卒を一括採用し定年までの勤続を
想定する企業の伝統的な雇用慣行に大きく依存してきた。それはあたかも
終身雇用制度が永遠に続くという想定に基づいて雇用契約期間の延長に焦
点を合わせる施策を講じてきたように見える。しかし、このモデルはグロー
バリゼーションが着々と進む時代変化の中で存立の基盤を弱めてきた。雇
用者に占める非正規労働者の割合は過去20年間に急増し、2010年7~9月期
には34.6％を記録した (労働力調査)。非正規労働者の仕事は短期契約と低
賃金によって特徴づけられる。彼らは定年退職や定年後の継続雇用制度と
は全く無縁の立場に置かれている。 
 この間に、非正規労働者の大きなコーホートが30歳代半ばに到達した。
彼らの多くはバブル経済後の「就職氷河期」に正規雇用の機会に恵まれる
ことがなかった人たちであり、生涯学習、職業訓練を含む適切な公的支援
を切実に必要としている。このニーズに応えるために、2008年秋以降の世
界金融危機の中で、職業訓練、再就職、生活保護を含む包括的な支援施策
から構成される積極的労働市場政策が開始された33。しかしながら、この
政策は財源不足と安定した仕事への就職に直結する斬新なアイデアの欠如
                                                     
31 NTT西日本（継続雇用制度・損害賠償請求）事件。NTT西日本（継続雇用制度・
地位確認等請求）事件、2009 
32 柳澤武、2009 
33 厚生労働省、「経済危機への総合対策」、2009年 4月 
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により期待された効果を発揮していないように見える。定年後の継続雇用
労働者の存在が若い求職者たちに悪影響を及ぼしているとの報告に見られ
るごとく、労働市場には世代間紛争のリスクが顕在化しつつあるように見
える34。 
 さらに、少子高齢化が急速に進む日本では、今後の労働力不足対策とし
て外国人労働者への期待が高まってゆくと考えられる。2010年10月末現在、
外国人労働者数は65万人で、過去 1年間に 9万人増加した35。国籍別にみる
と中国 (44.2％、香港等を含む)、ブラジル (17.9％)、フィリピン (9.5％) な
どとなっている。産業別では製造業労働者が最多 (39.9％) で、事業所規模
別では「30人未満の事業所」が最多 (33.6％) である。そして労働者派遣・
請負事業に就労している者が28％を占めている。これらのデータからみる
と、小規模零細の製造業で派遣・請負労働者として低賃金・非熟練労働に
従事している者が多いと考えられる。外国人労働者数は60歳以上の日本人
雇用者数の10％程度であるが、ここには不法滞在者は含まれていない。外
国人労働者は日本の高齢労働者だけでなく、全年齢の非正規労働者にとっ
ての競争相手になりうる存在である。しかし、日本が近い将来に予想され
る労働力不足の時代において外国人労働者を必要とする可能性が高いと考
えられるので、日本の総合的な労働力供給戦略の中に外国人労働者を適切
に位置付ける必要がある。 
 日本政府は過去40年にわたって高齢者の雇用延長政策を推進してきた。
現在の政策目標は70歳までの継続雇用を実現することにある36。しかしな
がら、この野心的な新しい目標に取り組む以前に、前述のごとく多くの問
題が残されている60歳代前半層の継続雇用問題を解決することが急務であ
る。同時にILOが提唱している「万人のための質の高い仕事」37 を実現する
                                                     
34 山田、2009 
35 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況 (平成22年10月末現在) 」、2011 
36 厚生労働省、2007 
37 ILO, website, ‘Decent work for all’ 
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ために、性、障害、人種などによる差別にとどまらず年齢や雇用形態によ
る差別からも自由な、公正な雇用システムの構築を目指して総合的な雇用
戦略を推進することが必要である38。 
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